
『事業承継対策の法務・税務Ｑ＆Ａ』（第１刷）に以下のように誤りがございました。 

お詫び申し上げますとともに、次のとおり訂正を致します。 

 

箇所 正 誤 

Ｐ 30図２－２

左側上から３

つ目の枠 

中心的な同族株主グループがない場

合の株主 

グループがない場合の株主 

中心的な同族株主 

Ｐ 44図２－６

（注） 
上記中…以外

・ ・

の
・

株主をいい、「同族株

主のうち、…除いたもの」をいいます。 

上記中…以外
・ ・

の
・

株主をいい、同族株主

のうち、…除いたもの」をいいます。 

Ｐ107上から８

行目～11行目 

…その株式会社については、不動産の

取得による経済的利益（受贈益）に対

して、法人税が課税されます。一方、

不動産を株式会社に遺贈した個人（遺

贈者）は、その不動産の遺贈があった

時に、その時の価額（時価）で不動産

の譲渡をした… 

…その株式会社については、非上場株

式の取得による経済的利益（受贈益）

に対して、法人税が課税されます。一

方、非上場株式を株式会社に遺贈した

個人（遺贈者）は、その非上場株式の

遺贈があった時に、その時の価額（時

価）で非上場株式譲渡をした… 

Ｐ111図３－６ 

信託契約又は遺言 
信託行為 

（信託契約・遺言・信託宣言） 

Ｐ113上から３

行目 
…信託財産から信託報酬を受けるこ

とができます（信託法54）。 

…信託財産から信託報酬を受けるこ

とができます。 

Ｐ114下から６

～７行目 

③ 信託の目的を…できなくなった

とき（信託法163一） 

④ その他一定の場合（信託法163二

～九、…） 

③ 信託の目的を…できなくなった

とき（信託法163①） 

④ その他一定の場合（信託法163②

～⑨、…） 

 


